
 

 
  平成 24 年４月 11 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ヒ ト ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

代 表 者 名 代表取締役社長 安 井 豊 明

（コード番号：３６５４ ＪＡＳＤＡＱ）

問 合 せ 先 取締役経理財務本部長 安 川 徳 昭

（ TEL. ０３－５９５２－１２１９）

 

株式会社ボイスエンタープライズの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、本日付で株式会社ボイスエンタープライズ（所在地：東京都港区 代表取締役社長 堀江 健夫）の

全株式を取得するため、同社の株主との間で株式譲渡契約書を締結いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

 

1. 株式の取得の理由 

   当社は「成果追求型営業支援企業」を目指し、営業・販売・サービスの分野において人材サービス提供に 

  よる営業支援事業を展開しております。サービス分野につきましては、昨年２月より観光人材サービス部を 

  発足し、観光事業へ参入することで事業領域の拡大を進めてまいりました。 

   株式会社ボイスエンタープライズは、海外旅行向け添乗員派遣業務を展開しており、その企画及び運営 

  について高度なノウハウを有しております。 

   今回の株式の取得により、観光事業における海外旅行向け添乗員派遣業務の事業基盤を強化すること 

  ができるものと考えております。 

 

2. 異動の方法 

   当社は、株式会社ボイスエンタープライズの株主 3 名より発行済株式の 100％を取得し、当社の子会社と 

  いたします。 

 

3. 子会社となる会社の概要 

（１） 商 号 株式会社ボイスエンタープライズ 

（２） 本 店 所 在 地 東京都港区芝浦四丁目 12 番 44 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 堀江 健夫 

（４） 事 業 内 容 国内・海外旅行向け添乗員派遣事業 

（５） 資 本 金 の 額 15,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 63 年５月 12 日 

（７） 

 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 

 

堀江  健夫 190 株（63.3％） 

堀江  清子  50 株（16.7％） 

鹿志村 典隆  60 株（20.0％） 

資 本 関 係 該当事項はありません （８） 
上場会社と当該会社と

の 関 係 等 

人 的 関 係 該当事項はありません 



 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 2009／３月期 2010／３月期 2011／３月期 

純 資 産 17,001 17,907 22,106 

総 資 産 44,748 52,940 55,070 

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 56,672.34 59,692.45 73,688.31 

売 上 高 135,249 135,105 166,980 

営 業 利 益 1,470 1,499 4,840 

経 常 利 益 1,298 1,465 4,673 

当 期 純 利 益 658 906 4,198 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 2,195.04 3,020.11 13,995.86 

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） － － － 

（単位：千円） 

4. 株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 堀江 健夫、他２名（個人） 

（２） 
上 場 会 社 と 
当 該 個 人 の 関 係 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係は

ありません。 

 

5. 取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数 
０株 （議決権の数：0 個） 

（所 有 割 合：0％） 

(２)取 得 株 式 数          300 株 （議決権の数：300 個） 

(３)異動後の所有株式数 
300 株 （議決権の数：300 個） 

（所 有 割 合：100％） 

※取得価額については、株式取得先の希望及びプライバシー保護のため、開示を控えさせていただきま

す。なお、取得価額の算定根拠につきましては、当該会社の純資産額及び直近の業績等を基に当社と

株式の取得先が協議し決定いたしました。 

 

6. 日程 

取 締 役 会 決 議     平 成 24 年 ４月 ９日 

株式譲渡契約書締結     平成 24 年４月 11 日 

株 式 取 得 期 日     平成 24 年４月 11 日 

 

7. 今後の見通し 

平成 24 年８月期の業績に与える影響につきましては軽微である見通しです。 

 

 

以上 


